
Ⅰ．はじめに

　市町村における生涯学習活動は，地域住民に直接に

接する最前線の活動である．この現場での生涯学習・

スポーツ担当者は，日々の生涯学習関連事業の推進に

邁進しているのが現状であろう．ではその時，行政担

当者は何を根拠に仕事をするのか，「何を「羅針盤」

にして施策の方向性を見定めるのか」が，問われると

ころである．

　すなわち，急激に変化する社会は，新しい時代に向

けて「時代の急激な変化」への対応が求められる．そ

の時担当者は「時代の変化をどこに求めるか」「どこ

を参考にするか」が課題となる．さらに，「今，実施

している施策は，何を根拠として実施しているか」，「時

代遅れでないか」，「地域住民のニーズに合っているか」

等々の点検・評価が必要になる．特に，市町村行政に

とっては，県や国の動向は気になるものである（気に

した方が良い）．

　ところが，地域の現状を見てみると，地域は多様な

行政施策の執行現場にもなっていることに注目すべき

である．すなわち，「地域づくり・まちづくりには，

教育，文化，スポーツ，医学，健康，環境・福祉，法

律，等々には，全ての行政が辛み成立している」こと

である．よって行政担当者にとって，「その多様な行
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政施策が相互に連携しているか．」，さらに，その前に，

担当者は，「施策の根拠・理念を意識しているか．」等々

が重要になる．

　この度（平成26年〜）北九州市制50周年記念誌編

纂の一環として，北九州市の生涯学習・社会教育施策

の動向をまとめる機会を得た．そこで，我が国の法改

正や答申等の動向に沿って，北九州市の平成における

生涯学習諸施策がどのように展開されているかを検証

していたところ，その作業過程の中で国と市町村の施

策には，色濃い関係性があることが浮き彫りにされた．

すなわち，我が国の市町村行政を推進するには，国の

法改正や答申等の動向をどのように捉え，市町村の生

涯学習施策の「企画・実施・評価・ステップアップ」

に活用するかが課題であると思われる．その関係性を

考察したい．本論では，第2の波〜第6の波から分析

したい．

Ⅱ．国の法改正や答申等と市町村の生涯学習施

　　策の動向の関係性

１．国の法改正や答申等の動向（昭和46年以降）〜

　　国の法律や答申等に6つの大波〜

　国の生涯学習関連の法律改正や答申等を見て行くと，

そこには大波・小波が見えてくる．

　第1波は，昭和46年の社会教育審議会『急激な社会

構造の変化に対応した社会教育行政のあり方』の答申

以降である．この答申は，我が国の「急激な社会構造

の変化に対応した」新しい社会教育のあり方を提言し，

「生涯学習社会」への方向性を示した「バイブル的」

存在と言えよう．第2波は，昭和56年の中央教育審議

会（以下「中教審」という）『生涯教育について』の

答申以降であろう．第3波が，臨時教育審議会（以下「臨

教審」という）の答申『教育改革について1次～ 4次（昭

和60年～ 62年）』後の生涯学習振興（昭和63年以降〜）

である．第4の波は，平成8（1996）年7月19日の「中

教審」『21世紀を展望した我が国の教育の在り方につ

いて』第１次答申以降であり，21世紀を目前にして

21世紀の教育を展望し，いわゆる「生きる力」と「ゆ

とり」教育を目指した時期である（平成8年～ 11年）．

第5の波は，平成12年の「教育改革国民会議」が内閣

府に発足した以降である（平成12（2000）年～平成

17年）．第6の波は，平成18年「教育基本法改正」以

降の生涯学習振興である．北九州市の生涯学習の振興

もこの国の動向に沿って推進されていると思われる．

２．昭和56年答申「生涯教育について」以降

１）国の動向

　昭和46年の社会教育審議会の答申以降で，10年経

った平成56年答申「生涯学習について」以降は，生

涯教育の観点に立った社会教育の推進が提唱された時

期である．昭和56年6月の中央教育審議会（以下「中

教審」という）答申「生涯教育について」から，臨時

教育審議会（以下「臨教審」という）「教育改革に関

する答申」（昭和60 〜 62年）が出されるまでは，我

が国の「生涯教育への胎動期」と言ってよい．

　「中教審」（昭和56年）答申では，「生涯教育の観点

から，家庭教育，学校教育及び社会教育の各分野を横

断して教育を総合的にとらえ，家庭教育の充実，初等

中等教育における生涯教育の観点の重視，高等教育に

おける成人の受け入れ，社会教育の推進等教育諸機能

全般にわたって提案」している．

２）北九州市の社会教育の推進　	

　北九州市「社会教育指針」（「教育要覧」平成58年度）

では「社会教育は，生涯教育の観点に立ち，高齢化社

会の到来，青少年問題の解決，地域福祉の促進など，

時代の要請に即した今日的な課題に正しく対応す

る・・」としている．その（58年度）重点施策では，

①コミュニティづくりをめざす公民館，②生涯教育・

家庭教育の推進，③自主的な社会教育活動の振興を挙

げている．「生涯教育の観点」や「生涯教育の推進」

が提言されている．

　昭和59年度は，「社会教育は，そこから生じる問題

の解決と市民一人ひとりの生き甲斐の充足をめざして，

生涯を通じた学習の機会を設定することが要請されて

いる」としている．昭和62年5月20日には，北九州市

社会教育委員会議から「北九州市における生涯教育推

進構想について」が答申され，北九州市の生涯教育推

進への構想が示されている．

３．「臨教審」後（昭和63年~平成7年度）の生涯学習

　　～生涯学習体系への移行～

１）国の動向　〜生涯教育から生涯学習へ〜

　「臨教審」が「生涯学習体系への移行」を提唱し，

表記も従来の教育を提供する側の立場の「生涯教育」

から，学習者の視点に立った「生涯学習」へと変わっ

たのである．改革の視点として，「個性重視の原則」，「生

涯学習体系への移行」，「変化への対応」の3つを掲げ

ている．臨教審で，「教育改革に関する第1次〜４次」

（昭和60年〜 62年度）の答申が出されている．また，

昭和62年10月には「教育改革推進大綱」の「教育改
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革に関する当面の具体化方策について」を閣議決定し，

教育改革推進の政策機能の強化を図っている．

　文部省では，昭和63年7月には，「社会教育局」を

改組して「生涯学習局」を設置し，いよいよ生涯学習

時代の到来を思わせた時期である．

　平成元年には，国では５月8日に「生涯学習フェス

ティバル開催要項（文部大臣裁定）」が策定され，「生

涯学習フェスティバル」の全国展開が始まっている．

　平成2年に「中教審」が「生涯学習の基盤整備につ

いて」（平成2年1月30日）を答申し，「生涯学習の基

盤整備のための施策」として「地域の生涯学習を推進

する中心機関として生涯学習推進センターの設置」や

「生涯学習活動重点地域の設定」等が提唱された．また，

同年6月29日には「生涯学習の振興のための施策の推

進体制等の整備に関する法律」を制定した．これは，

我が国初めての生涯学習に関する法律であり，「国，

都道府県，市町村の生涯学習振興のための体制整備等

（生涯学習担当部局，生涯学習審議会の設置等）の推進」

を目指している．まさに，生涯学習推進の基盤整備に

ついて示されている．

　平成3年2月7日には「生涯学習の振興に資するため

の都道府県の事業の推進体制の整備に関する基準」（文

部省告示第5号）を示すとともに，平成3年度から文

部省は「リカレント教育推進事業」を開始している．

　平成4年7月29日には，国の「生涯審」が「今後の

社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」

を答申し，今後の政策目標を「生涯学習社会の構築」

としている．

　平成7年7月に「地方分権推進法」が施行され，行

財政改革が推し進められている．

２）北九州市の動向

　北九州市では，平成63年度から，文部省の生涯学

習モデル市町村の指定（指定期間：昭和63 〜平成２

年度の３カ年）を受けている．まず，生涯学習に関す

る調査・生涯学習のまちづくり構想の策定などを行う

「生涯学習まちづくり推進会議」（4月1日）を設置し，

「生涯学習モデル市町村事業」に着手し，その後「生

涯学習推進データバンク」「生涯学習ボランティア講

座」を実施している．平成元年の「生涯学習まちづく

り推進事業」では，生涯学習関連事業調査（行政部門）

を行うとともに，生涯学習ボランティア講座（八幡西

中央公民館）を実施している．また，昭和63年10月

には「北九州市ルネッサンス構想」（北九州市基本構

想審議会）を掲げ，市の総合基本計画を示している．

さらに施策では，「生涯学習の充実と公民館の整備」

として，各種学級・講座の充実及び指導者の育成や，

公民館の新改築（4館）が行われている．

　平成元年には，学習・文化・スポーツ活動等の多様

な施設を有機的に整備し，生涯学習を積極的に推進す

る「生涯学習活動重点地域整備計画策定事業」（新規・

国庫補助事業指定期間：平成元年～平成3年度の3か

年）が実施され，北九州市の生涯学習推進の基盤整備

が動き出している．この，「生涯学習活動重点地域整

備計画策定事業」は，文部省の「生涯学習活動重点地

域整備計画策定事業」（平成元年度発足）に基づき，

北九州市で補助事業として指定を受け着手したもので

ある．まず，元年度には，「北九州市生涯学習活動重

点地域整備計画策定事業調査研究委員会」を設置し，

「北九州市の概況調査」「市民の学習ニーズに関する調

査」「生涯学習関連事業調査（民間部門）」を実施して

いる．補助事業色が強い．

　平成2年度は，「対象地域の立地条件の検討，ソフ

トウエアの基本計画，全市的生涯学習推進体制の検討，

対象地域への導入施設の検討，管理運営計画の検討，

ハードウエアのイメージ検討，生涯学習関連施設の関

係者に対するヒアリング，生涯学習関連事業に関する

調査」を実施している．

　平成3年度は，「ソフトウエアの詳細計画，全市的

生涯学習推進体制計画，対象地域の管理運営計画，ハ

ードウエア計画，導入施設基本計画，民間活力手法の

選定及び参加企業の抽出，事業化計画，モデルプラン

策定」を実施している．また，生涯学習やコミュニテ

ィ活動の拠点としての地域公民館の整備を推進してい

る．

　北九州市の教育委員会機構改革として，平成2年4

月1日付けで「社会教育部文化課を廃止し，文化部（保

護管理課，文化振興課）を設置」している．行政機構

改革も実施されている．注目は，平成２年度の北九州

市「教育要覧」の小項目でも，「社会教育」から「生

涯学習」に変わり，「生涯学習の総合的な振興を図る

ため，生涯学習の推進体制の確立，学習情報の提供，

関連施設の整備など生涯学習の基盤整備を進める」と

している．

　「生涯学習まちづくり推進事業」（昭和63年～平成2

年度）の一環として，「生涯学習推進コーディネーター」

（平成2年6月12日）を委嘱し，公民館に配置している．

その後，全地域公民館や市民福祉センターに順次配置

されるようになった．

　さらに，平成2年10月には「学習情報誌『チャレン

ジガイド北九州』1号・平成３年４月に２号を発行し，
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以後毎年（平成25年度も継続）発行している．また，

平成元年度から「北九州市出前講演」がスタートして

いる．

　注目したいのは，この時期に北九州市でも，生涯学

習の推進体制の確立，学習情報の提供，関連施設の整

備など生涯学習の基盤整備を進めていることである．

　平成4年3月には，北九州市生涯学習活動重点地域

整備計画（スポカルゾーン構想）（生涯学習活動重点

地域整備計画策定事業調査研究委員会）を策定してい

る．ここでは，「生涯学習活動重点地域整備計画」事

業の成果を生かし，教育，文化，スポーツなどの多様

な市民のニーズに対応した生涯学習活動を推進すると

している．住民の生涯学習活動の拠点である「公民館

建設・改修」（平成4年～ 7年度）や「公民館活性化支

援事業」（平成5年～ 7年度）も推進されている．さら

に，平成４年12月11日「企業の生涯学習アプローチ

事業」（平成4年～ 5年度）として「生涯学習フェアin

北九州」（国際会議場）を開催している．

　また，平成5年4月1日には，「教育委員会機構改革」

として「教育相談室を廃止・生涯学習部青少年対策室

を廃止し青少年課に統合」している．注目は，「北九

州市高齢化社会対策総合計画」（平成5年4月）が策定

され，高齢化社会への総合的な対策が求められ，「市

民福祉センター構想」が示されていることである．さ

らに，同「高齢化社会対策総合計画」を受けて策定し

た「北九州市高齢化社会対策総合計画第一次実施計画」

（平成6年3月）で小学校区単位に市民福祉センターを

整備していくこととしている．ここで，「公民館と市

民福祉センターの２枚看板」構想が示されている．

　平成6年度，北九州市教育委員会は，「北九州市ル

ネッサンス構想」（昭和63年12月策定）の「第一次実

施計画」の成果を踏まえ「第２次実施計画」を推進し

た．生涯学習を推進するため（仮称）「生涯学習推進

本部」の設置を図っている．

　平成6年になると，国の「リカレント教育推進事業」

（平成3年度開始）を受けて北九州市でも「リカレン

ト講座」を開始している．これは，急激な社会変化に

対応して，市内の全ての大学・短期大学等の高等教育

機関，産業界，行政で「北九州市リカレント教育推進

協議会」を組織し，高等教育機関の教育機能を活用し

た社会人・職業人を対象とする「リカレント講座」を

「リカレント教育推進事業」（平成6年～ 16年度）とし

て推進している．生涯学習社会の構築に向けた，高等

教育機関との連携講座の開設である．

　平成7年度には，大学等の公開講座を中央公民館に

おいて開講する「オープンカレッジ事業（大学・公民

館等連携事業）」（平成7年〜 16年度）がスタートして

いる．大学等の高等教育機関も参画する生涯学習活動

の展開がなされるようになっている．

　平成7年度から住民活動の拠点であり，生涯学習・

保健福祉・コミュニティの3つの柱を持つ市民福祉セ

ンターにおいても，公民館と同様に生涯学習事業が開

始されている．

　平成7年度北九州市「教育要覧」から，「生涯学習」

の項目が，「いきがいと潤いのある生涯学習の推進」

となり，「生涯学習の総合的な振興を図るため，社会

人等に対する学習機会や情報提供，関連施設の整備な

ど生涯学習の基盤整備を進める」としている．生涯学

習の総合的な振興を図るための基盤整備が謳われるよ

うになったのである．

　平成7年4月22日から，「学校週５日制」による月２

回（毎月第2・4土曜日）の休業土曜日が実施された．

　成人教育では，「生涯学習モデル市町村事業」（昭和

63年〜平成２年度）や「情報活用能力育成講座」（昭

和63 ～平成7年度）が実施されている．昭和63年「情

報活用能力育成講座」は，昭和63年度から平成2年度

までは「国庫補助3講座」として実施されている．こ

れは，臨教審第2次答申の「情報の活用能力」（情報

及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個

人の基礎的資質）の育成にを受けて実施されていると

思われる．

　平成元年の「生涯学習まちづくり推進事業」では，「生

涯学習ボランティア講座」が実施され，学習ボランテ

ィアの養成がスタートしている．

　婦人教育では，国際化，高度情報化社会における婦

人のリーダー養成のため，大学等と連携して，「婦人

の生涯学習促進事業（ウイメンズ・ライフロング・カ

レッジ）」（平成元年～）・（4年度からは「女性の生涯

学習促進事業」に名称変更）が実施されている．

４．21世紀の教育展望　～ 21世紀への準備期～

　　（平成8（1996）年～ 11（1999）年）　

１）国の動向 

　21世紀に向けて，「生きる力」と「ゆとり」教育が

提唱され，行政の規制緩和・改革への取組が求められ

た時期である．

　平成8年4月24日には「生涯審」から「地域におけ

る生涯学習機会の充実方策について」が答申され，平

成8年7月19日には，「中教審」から「21世紀を展望し

た我が国の教育の在り方についてー子供に「生きる力」
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と「ゆとり」をー」の「第１次答申」が出されている．

そして，平成9年６月26日には，中教審から「21世紀

を展望した我が国の教育の在り方について」（第２次

答申）が提言された．

　平成10年3月25日には「特定非営利活動法人（NPO）

法」（法律第7号）が制定されている．平成10年9月17

日には「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の

在り方について」（生涯審答申）が提言されている．

　平成11年度になると，「生涯審」が「学習の成果を

幅広く生かすー生涯学習の成果を生かすための方策に

ついてー」（平成11年６月9日）を答申し，学んだ成

果を社会に活かすことの重要性を強調し，学習した成

果を活用して職業・社会・地域づくりへの多様な参加

を呼びかけている．

　平成11年7月16日には「地方分権一括法（地方分権

の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律）」

が公布（平成12年4月施行）し，行政全般について，

地方分権の推進，規制緩和の要請が高まり，次のよう

な改正がなされている．そこでは，青年学級振興法（昭

和28年法律第211号）廃止され，公民館に関しては，

公民館審議会（第29条第1項）必置の規定が廃止され，

任意設置になった．また，公民館長任命（第28条第2項）

の際の公民館運営審議会からの意見聴取義務も廃止さ

れた．

２）北九州市の動向

　北九州市では，平成8年11月6日（水）～ 11月10日

（日）の5日間に，北九州市を主会場の１つとして県

下で「第8回全国生涯学習フェスティバル」が開催さ

れた．

　平成10年度の北九州市では，生涯学習の基盤・環

境整備を掲げ，生涯学習を総合的に推進するため，「北

九州市生涯学習推進構想」（平成11年3月31日）を策

定している．施策としては，生涯学習の場としての小

中学校の学校施設の活用や公民館の活性化のため，生

涯学習推進コーディネーターの活動の強化を図ってい

る．また，高齢者が利用しやすい公民館を目指してバ

リアフリー事業の推進，若松図書館建設事業の推進，

中央図書館曽根分館の開館をしている．また，北九州

市の生涯学習推進構想に基づく「生涯学習推進会議」

を設置し，生涯学習振興のための推進体制の整備を図

ろうとした．

　北九州市中央図書館では，平成11年4月1日から「福

岡県生涯学習ネットワーク」のホームページに図書館

情報の提供が開始されている．「放送大学サテライト

スペース整備事業」（平成11年～ 25年度も継続）では，

放送大学と協力し，平成11年6月，中央図書館視聴覚

センター内に放送大学サテライトスペースを開設し，

単位認定試験や面接授業も受けられるようになった．

　成人教育では，平成8年度事業から，今までの「公

民館」の「公民館講座」から生涯学習事業の「生涯学

習市民講座」へと衣替えしている．指導者養成事業等

では「生涯学習推進コーディネーター配置事業」，「生

涯学習ボランティア講座」，「生涯学習ボランティア育

成講座」等が実施されている．

５．「教育改革国民会議」発足以降

　  （平成12（2000）年～平成17（2005）年）

１）国の動向

　21世紀に入り，国が教育改革に大きく踏み込んだ

時期である．まず，国の動向を見てみよう．平成12

年3月に小渕恵三内閣総理大臣の下に「教育改革国民

会議」が発足した．これは，臨教審答申後の社会の変

化に対応するため，教育の基本に幅広い国民的議論が

必要との観点から発足し，同年12月22日には，教育

改革国民会議報告として「教育を変える17の提案」

がなされた．この提案では，「教育の原点は家庭であ

ることを自覚する」ことや，「新しい時代にふさわし

い教育基本法の見直しの必要性」が提言された．さら

に，同年11月28日には「家庭の教育力の充実等のた

めの社会教育行政の体制整備について」（社会教育分

科審議会報告）が提言されている．また，同年11月

28日には「新しい情報通信技術を生かした生涯学習

の推進方策について」（生涯審答申）が出され，平成

12年の流行語に「IT革命」（6月24日毎日新聞朝刊コ

ラム）が入った時代である．新しい情報通信技術を生

かした生涯学習の推進が提言されている．

　平成13年7月21日には，「社会教育法が一部改正」

され，社会教育行政にとって重要な改正が行われた．

ここでは，社会教育は，「学校教育，家庭教育との三

者の連携，協力の要となり，家庭教育の向上に資する

ように必要な配慮をする（第3条第２項）」．また，教

育委員会の事務を定め，「家庭に関すること，青少年

に対する社会奉仕体験，自然体験活動に関すること」

（第5条）が明記された．さらに，社会教育委員，公

民館運営審議会委員の委嘱には「家庭教育に関する学

識経験者について配慮すること」（第15条第２項，第

30条第1項）とされた．家庭教育支援や奉仕活動・体

験活動推進のための行政体制の整備などがなされたの

である．また，平成13年7月11日の学校教育法の一部

改正では，学校は児童，生徒の体験的な学習活動の充
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実に努めるものとしながら，この場合社会教育関係団

体その他の関係団体及び関係機関との連携に十分配慮

しなければならないとしている．

　平成14年度には，「完全学校週5日制」が実施された．

さらに，同年7月29日「青少年の奉仕活動・体験活動

の推進方策について」（中教審答申）が提言された．

また，同年９月30日「子どもの体力向上のための総

合的な方策について」（中教審答申）が提言されている．

平成15年３月20日「新しい時代にふさわしい教育基

本法と教育振興基本計画の在り方について」（中教審

答申）が提言されている．同年6月6日：「地方自治法

改正」成立により，「指定管理者制度」が導入され，「指

定管理者」が公の施設を管理・運営できるようになっ

た．また，同年6月6日には「公民館の設置及び運営

に関する基準」（文部科学省告示）の全部を改正して

いる．

２）北九州市の動向

　北九州市では，生涯学習事業を総合的に推進するた

め，「生涯学習推進構想（平成11年3月策定）に基づ

く「北九州市生涯学習推進計画」（平成15年3月策定．

計画期間：平成14年～ 17年度）を策定した．「生涯学

習推進体制の整備」として，今までの生涯学習推進体

制を見直し，区役所の生涯学習支援機能の強化，生涯

学習総合センターの設置など，社会情勢の変化に対応

した生涯学習の推進を図っている．また，「生涯学習

機会の創出・拡充」として，生涯学習市民講座の企画・

実施，リカレント教育，オープンカレッジなどの学習

機会を提供している．さらに，地域の情報化を促進す

るため，公民館・市民福祉センターに配置したパソコ

ンを活用して，市民の情報リテラシー向上のための学

習機会の提供や地域情報の発信と情報活用のための指

導に取り組むとともに，情報ボランティアの養成・育

成等を行う（仮称）「地域情報化推進委員」を配置する．」

としている．

　「生涯学習環境の整備」として，公民館施設の維持

補修や機能向上のための整備を推進している．また，

市民の利便性の確保や地域コミュニティ活動の拠点活

動をたかめるため，一部の地域公民館で開館日拡大モ

デル事業を実施している．

　平成15年4月1日には，教育委員会機構改革として，

7区の中央公民館を廃止し，市民に新たな学習ニーズ

に対応した学習支援機能を集約・強化した拠点として

小倉北区に「生涯学習総合センター」を新設するとと

もに，学習活動の場としてその他の各区に「生涯学習

センター」を設置した．また，同年11月1日の「教育

委員会機構改革」として，文化部を廃止，保護管理課

を廃止し，文化振興課を経済文化局に，埋蔵文化財セ

ンターを生涯学習部に移管し，生涯学習部に文化財課

を新設した．

　平成17年度1月1日には，市民福祉センターと公民

館を統合して「市民センター」に変更（公民館を廃止）

した．これは，社会教育法に基づく社会教育施設とし

ての公民館からコミュニティ施設としての市民センタ

ーへ名称変更するとともに，幅広い地域活動の拠点施

設として位置付けの変更が行われることとなった．

　平成17年2月「新しい時代における教育の北九州方

式の在り方について（答申）」（教育の北九州方式検討

会議）が出されている．

　また，平成15年度より，「北九州市民カレッジ事業」

開設している．これは，「市民の高度で専門的かつ多

様な学習ニーズに対応した学習機会を提供することに

より，自己実現の促進及び生涯学習社会を担う人材育

成を図ることを目的」として実施している（平成15

年～ 25年度継続中）．平成16年度からは，市民の学習

活動の成果発表や情報交換，交流を深める場として「ま

いなびフォーラム事業（生涯学習フェスタ）」（平成

16年〜 25年度継続）を開催している．

　「学習情報の提供」としては，「生涯学習情報誌「チ

ャレンジガイド北九州」（平成2年10 ～平成25年度も

継続），「「公民館報」の発行」の外に，平成16年度か

ら「生涯学習総合センターだより「まいなび21」」（25

年度も継続）が年4回発行されるようになった．

６．「改正教育基本法」以降の生涯学習

　  （平成18（2006）年〜平成25（2013）年度）

１）国の動向

　平成18年10月「教育再生会議」（閣議決定）が発足（～

20年2月）し，社会総がかりで教育再生を図るための

方策について検討された．

　平成18年12月「改正教育基本法」が公布・施行さ

れた．約60年ぶりに我が国の「教育基本法」が改正

された．生涯学習の理念が掲げられ，我が国は生涯学

習社会の実現に向けての諸施策の推進が提唱されたの

である．以後，新しい教育基本法の下に，教育諸施策

が展開されることになった．また，同年12月15日に

は「地方分権改革推進法」が成立し，地方分権への改

革が一段と促進されるようになった．さらに，平成

19年3月10日には，「教育基本法の改正を受けて緊急

に必要とされる教育制度の改正について」（中教審答

申）が提言された．教育基本法の改正を受けて，平成
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20年6月11日には「社会教育三法」（社会教育法，図

書館法，博物館法）が改正されている．

　平成20年２月19日には「新しい時代を切り拓く生

涯学習の振興方策について～知の循環型社会の構築を

目指して～」の「中教審答申」が出された．平成20

年４月18日には「教育振興基本計画−「教育立国」

の実現に向けて-」（中教審答申）が提言され，平成20

年5月20日には「教育振興基本計画に関する緊急提言」

が「教育再生懇談会」が出されている．そして，平成

20年7月1日には「第1期教育振興基本計画」が閣議決

定されたのである．

　平成25年度４月25日には「第2期教育振興基本計画」

（中教審答申）出され，「今後の社会の方向性として，「自

立」「協働」「創造」の３つの理念の実現に向けた生涯

学習社会の構築」が提唱された．そして，平成25年6

月14日には「第2期教育振興基本計画」が閣議決定し

ている．

２）北九州市の動向

　北九州市では，平成18年3月に「北九州市教育行政

総合計画（いきいき学びプラン）」（目標年度：平成

22年度）を策定し，「学校・家庭・地域の教育力活性化」

等の指針が示された．またこの時期，北九州市の生涯

学習の振興では，「人々が生涯のいつでも自由に学習

機会を選択して学ぶことができ，その成果が適切に評

価されるような「生涯学習社会」を実現することの必

要性が増大している」としながら「（中略）このよう

な課題に応えるため，「いつでも・どこでも・誰でも」

気軽に学習できるよう学習機会の拡充，学習情報の提

供等施策を実施するとともに，市民の学習活動の中心

的施設である市民センターにおいて，生涯学習の基盤

づくりや生涯学習を中核としたまちづくりに取り組ん

でいる．」（平成19年～ 25年度教育要覧）としている．

　「学習機会と学習環境の整備充実」として，「北九州

市民カレッジ」（平成15年～ 25年度継続），「まいなび

フォーラム事業（生涯学習フェスタ）（平成16年～ 25

年度）等が実施されている．

　平成19年10月15日には「教育委員会機構改革」と

して「生涯学習部青少年課，児童文化科学館，かぐめ

よし少年自然の家，たしろ少年自然の家，夜宮青少年

センターを子ども家庭局」に移管している．さらに，

平成20年４月1日の「教育委員会機構改革」では「生

涯学習部体育課を企画文化局スポーツ振興課」に移管

している．

　平成20年12月には「元気発進！北九州」プラン（北

九州市基本構想・基本計画）（北九州市基本構想審議会）

策定されている．

　平成21年11月27日～ 12月11日には「平成21年度市

政モニターアンケート（生涯学習について）」を実施

している．

　平成23年7月には，「北九州市生涯学習推進計画」（平

成23年〜平成27年度）を策定している．北九州市では，

従来から「北九州市生涯学習推進計画」（平成14年～

17年度）や「北九州市教育行政総合計画」（いきいき

学びプラン）」（平成18年～ 22年度）を定め，これら

に基づき計画的に生涯学習事業を推進してきた．しか

し，平成22年度で終了することから，本市の基本構想・

基本計画（「元気発進！北九州」プラン）の部門別計

画として新たに策定したのである．

　平成24年4月1日には「北九州市教育委員会機構改

革」として「生涯学習部文化財課を廃止し，埋蔵文化

財センター，長崎街道木屋瀬宿記念館，美術館，自然

史・歴史博物館，松本清張記念館，文学館を市民文化

スポーツ局に移管」している．

Ⅲ．考察

１．国の方針を踏まえた市町村の施策

　上記のように，国の動向と北九州市の動向を見ると，

北九州市は国の法律や答申等を受けて施策の展開・実

施していることがわかる．さらに注目したいのは，国

の法律はもちろんのこと，文部科学省はもちろんのこ

と，総務省，厚生労働省等他部局関係の答申等が市町

村の施策に影響していることである．すなわち，我が

国の行政施策には，国と都道府県の関係性が明確にあ

ると言う（当たり前の）ことである．（行政担当者の

基本中の基本である）．よって，市町村の現場では，

特定の省庁に拘（こだわ）らず，関連する全ての省庁

の答申等を視野に入れた施策展開が求められる．なぜ

なら，市町村の現場は，教育，文化，スポーツ，医学，

健康，環境・福祉，法律，等々には，全ての行政が絡

み合って成立しているからである．

　そこで確認したいのは，今後，市町村の生涯学習施

策を展開する場合は，国の法律や関係省庁の答申等を

踏まえることが必要である．「「前例・前年に習って」

のみでは無く」国の法律や関係省庁の答申等を踏まえ

ることである．

２．施策実施には，法的な根拠，答申の理念から

　　方向性を

　では，市町村における生涯学習活動等の施策展開に
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当たって，まずどうするかである．行政施策には，な

ぜ今，この時期にこの施策を企画・実施するかを考察

することが必要になる．施策の時代的背景を法律や法

律を踏まえた「中長期推進計画」，さらには各省庁の

定める「答申建議」等から施策の理念を探り，その方

向性を学ぶことが重要である．

３．行政評価に必要な国の法的根拠や答申等と市町村

　　の施策の関係性

　今や行政の点検・評価の時代になっている．しかも，

外部評価が求められている．すなわち，地方教育行政

の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

（平成19年法律第97号）が平成19年6月27日に公布さ

れ，同法第27条に教育に関する事務の管理及び執行

の状況の点検及び評価等の条項が追加された．この改

正は，教育委員会の活動の充実と市民に対する説明責

任を果たすことが目的とされている．そしてこの改正

により，教育委員会は，平成20年度から事務の管理

や執行状況等について点検及び評価を実施し，議会へ

報告するとともに公表することが明確化されているの

である．まさに，行政評価は施策の「計画・実施・評

価・行動」は必要不可欠になる．そこで，行政評価に

国の法的根拠や答申等と市町村の施策の関係性を重視

することが求められる．これも，当然であり，忘れて

ならないことである．

　これらのことは，今後，「行政担当の新人として，

初めて生涯学習行政を担う人」や，「他部局からの移

動で，初めて生涯学習行政を担当する人」等，行政担

当者は，「施策の根拠・理念を国の法律の制定，改正

に求める必要がある．

Ⅳ．おわりに

　北九州市制５０周年記念誌編纂に当たって，北九州

市の「生涯学習活動の動向」の執筆機会を得た．その

執筆に当たっての，資料収集・資料分析の過程で国が

制定・改正する法律や答申等と都道府県・市町村の行

政施策と大きく関係していることに気づいた．すなわ

ち，「市町村における生涯学習施策は，国の法律・答

申等がその施策の根拠」になっているという，言うな

らば当たり前のようなことであった．大事なことは，

行政担当者は施策を企画・立案・実施するに当たって，

まず，国の法律・答申等を「羅針盤」として，しっか

り踏まえ，つぎに，市町村の独自性を勘案して作成し

実施することである．

　本論では，その当たり前のことを，具体的に検証し

てみたものである．生涯学習行政担当の初心者等の参

考になればと念じている．さらに，考察を深めていき

たい．
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